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ライフスタイル・ハザードマップ作成手法の高度化に関する研究  

－家計調査を用いて－ 
 

○増田拓也（花王株式会社）, 古川柳蔵, 石田秀輝（東北大学大学院） 

 

 

 

１．はじめに 

地球環境状況の将来予測を俯瞰すると、生物多

様性の劣化 1)、エネルギー・資源の枯渇 2)3)、地球

温暖化 4)などの全てのリスクが 2030 年頃に収束

し、危機的状況を迎えることになることが予想さ

れている。このように厳しい環境制約においては、

エネルギー・資源価格の上昇などにより我々の生

活を便利にする製品の開発や使用が困難となり、

現在のライフスタイル（消費財やサービスを利用

した生活様式)を維持することができなくなる可

能性が高い 5)。そのような状況下になった場合、

生活者は優先度の低いライフスタイルを切り捨

てることが予想され、切り捨てられたライフスタ

イルに関わる消費財やサービスの市場がそれに

伴い縮小していくことが考えられる。したがって、

長期的な国や企業の技術戦略立案においては、ラ

イフスタイル存続の危険度を定量的に把握し、戦

略的に技術開発および政策立案を行うことが重

要である。 

一方、持続可能な社会を目指すため社会デザイ

ン、事業設計、研究開発において新しいデザイン

手法や将来予測手法が研究されてきた。その代表

的なものとしてはサステナブルデザイン 6) 7)が挙

げられる。しかしながら、これらは時間軸が設定

されておらず、2030 年を想定した具体的な長期戦

略の構築にまで及んでいない。長期的な技術戦略

立案手法には技術ロードマップ 8)という手法が確

立され、経済産業省等により技術戦略マップが作

成されているが、これらは現在の技術シーズを延

長させた将来技術であるため、全てに環境制約を

踏まえているとは言えない。また、技術戦略マッ

プにより描かれている技術やライフスタイルは、

その性質上、環境制約下における人や社会の消費

財へのニーズが含まれていない。   

これまで我々は、人や社会のニーズと環境負荷

を考慮することで維持できない恐れのあるライ

フスタイルを把握する手法であるライフスタイ

ル・ハザードマップと呼ぶツールを新たに考案・

作成した。ライフスタイル・ハザードマップは、

国や企業が技術戦略立案する際に用い、戦略的な

技術開発や政策立案の実施に資することを目的

としている。これまでの研究では 9)、全ての消費 

 

 

 

財を同等に扱っていたが、本研究では、利用や購

入において性質の異なる耐久消費財と消耗消費

財を区別して取り扱い、測定方法をより高度化し

て、消費財のニーズを測定した。 

 

２．方法 

環境制約が厳しくなった社会状況における生

活者のニーズを表す消費財に対する「優先度」お

よび消費財の「環境負荷」を評価し、それぞれの

消費財の市場縮小の危険度を相対的にマッピン

グすることを試みた。これをライフスタイル・ハ

ザードマップと呼ぶ。消費財の「優先度」は、Web

アンケート（計 1,000 人対象）による調査により

測定、消費財の「環境負荷」は、世帯あたりの年

間 CO2排出量を既存 LC-CO2データより試算した。 

２．１．対象とする消費財の選定 

本研究では、平成 21 年度家計調査データ 10)を

基にして、サービスを除いた耐久消費財と消耗消

費財の品目を調査対象とし、アンケートの回答者

が適切に相対評価可能とするため、品目の絞込み

を行った。品目の絞込みには、多くの生活者が利

用している消費財を調査対象とするために、耐久

消費財および消耗消費財のそれぞれの品目にお

いて購入世帯数の多い上位 75％の消費財を選択

し、更に品目の中で統合可能な消費財に関しては

家計調査の分類 11)に従って品目の統合を行った。

その結果、本研究で扱う消費財を表 1に示す。（耐

久消費財 18 品、消耗消費財 36 品） 

２．２．「優先度」の調査 

「優先度」の測定は、楽天リサーチ（株）の会

員 1,000 人（20 代、30 代、40 代、50 代、60 代の

それぞれ男女 100 名）を対象に表 1の消費財つい

て行った（2009 年 3 月実施）。まず、回答者は、

現在、利用（所有）している消費財の中で「手放

したくない消費財」を選択させ、優先度を評価し

た。また、優先度は、「現在の価値観における優

先度」と「環境制約という条件下での優先度」の

両方の条件について評価を行った。尚、「環境制

約という条件下での優先度」に関しては、「もし、

環境問題が悪化し、様々な環境制約が生じること

で、あなたの日常生活にも支障をきたし始め、便

利な消費財を手放さなければならなくなった場 

－440－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合」に優先的に利用される消費財を選択させた。 

２．３．現在の「環境負荷」の評価 

環境負荷の試算については、１世帯が利用する

消費財の生産時と使用時の CO2 排出量を既存の

LC-CO2データ 12) 13) 14) 15) 16)に基づき算出した。入

手できないデータに関して、生産時の CO2 排出量

は 3EID の係数 17)に家計調査の 4 人家族の年間支

出 18)をかけて算出し、使用時の CO2排出量は標準

的な使用条件を想定した。尚、生産時の年間 CO2
排出量は、耐久消費財では製品あたりの生産時排

出量を耐用年数 19)で割って算出し、一方、消耗消

費財に関しては製品あたりの生産時排出量に世

帯あたりの年間使用量をかけて算出した。 

２．３．環境制約下における「環境負荷」の算出 

 環境制約下における各消費財の環境負荷低減

の可能性を明らかにするために、環境制約による

利用頻度の変化率をアンケートにより測定した。

まず、各消費財における「現在の利用頻度」と「環

境制約下に利用をどれだけひかえることができ

るか」について測定し、これらのデータを分析す

ることで「環境制約下での平均利用頻度」を算出

した。さらに、各消費財における「環境制約下で

の平均利用頻度」の値を「現在の平均利用頻度」

で割ることで「環境制約による利用頻度の変化

率」を求めた。環境制約下での消費財の環境負荷

に関して、耐久消費財の場合は使用時の年間 CO2
排出量に利用頻度の変化率を掛けて求め、消耗消

費財の場合は生産時と使用時の年間 CO2 排出量の

両方に利用頻度の変化率を掛けて算出した。 

 

３．結果と考察 

３．１．ライフスタイル・ハザードマップ 

 横軸は消費財の「優先度」、縦軸は「環境負荷」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とし、現在および環境制約下における各消費財の

データをプロットした（耐久消費財：図 1、消耗

消費財：図 2）。ここで、縦軸は対数表示とした。

ライフスタイル・ハザードマップは、各消費財の 

環境負荷レベルを比較するツールであり、各プロ 
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図 1. 耐久消費財のライフスタイル・ハザードマップ
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図 2. 消耗消費財のライフスタイル・ハザードマップ

消耗消費財

表 1.調査対象の消費財 
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ットの位置関係を比較することで消費財の市場

縮小の危険度を相対的に判断することができる。 

 ライフスタイル・ハザードマップの見方として

は、左に位置するほど生活者のニーズを表す消費

財の「優先度」が低くなり、上に位置するほど「環

境負荷」が高く環境制約に影響されやすいことを

示しているため、左上に位置する消費財ほど将来

の市場縮小の危険度が高い消費財となる可能性

が高い。まず、耐久消費財に関して現在の位置関

係を見ると、自家用車、温風ヒーター、エアコン、

照明器具が市場縮小の危険度が他と比較して高

い。また、環境制約下を想定した場合、「優先度」

は自家用車、テレビが低下し、生活者の利用頻度

が減少することで「環境負荷」も一様に若干減少

した。しかし、相対的な市場縮小の危険度の高い

消費財は、現在のライフスタイル・ハザードマッ

プと同じ消費財であった。一方、消耗消費財に関

して現在の位置関係を見た場合、衣類、牛肉、リ

ンス、新聞、菓子類、調味料、食器用洗剤、冷凍

調理食品が市場縮小の危険度が比較的高い。また、

環境制約下を想定した場合、「優先度」は食料品

全般において向上し、「環境負荷」も一様に少し

だけ減少したが、耐久消費財と同様に、相対的な

市場縮小の危険度の高い消費財は、現在のライフ

スタイル・ハザードマップと同じ消費財であった。 

３．２．環境制約下による生活の変化 
環境制約下における生活者の暮らしの変化の

可能性を明らかにするために、アンケートによる

消費財の利用に関する意識調査を行った。横軸は

「消費財の利用頻度を低減させることが可能な

人の割合」とし、縦軸は「消費財の質を低下させ

ることが可能な人の割合」をとして、各消費財に

おけるデータをプロットした（図 3）。その結果、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用頻度の低減と利用消費財の質の低下は、正の

相関関係にあり、利用頻度を低減させることがで

きる消費財は、質も低下させることが可能である

ことが明らかとなった。しかし、プロットの近似

直線の傾き（a=0.73）は 1未満であり、切片(b=17)

は正の値となることから、消費財の利用頻度より

も質をより大きく低下させ易い傾向にあること

がわかった。このことから、生活者は、環境制約

が厳しくなれば、消費財自身や消費財利用時の

質・グレードを低下させたとしても、それと比較

して利用頻度はできるだけ低下させたくないと

いう特性をもつことがわかった。 

 一方、環境制約下における生活者の環境意識を

明らかとするために、環境制約下を想定した時に

「手放したくない消費財」を選ぶ際の選好理由に

ついて分析した（図 4）。その結果、耐久消費財は

利便性と習慣を主な理由として選好され、消耗消

費財は習慣を主な理由として選好された。しかし、

全ての消費財においても環境を理由にして選好

する人の割合は少ないことが明らかとなった。こ 

のことから、厳しい環境制約によっていくつかの

消費財を手放さなければならない状況になった

場合、環境問題が原因であったとしても生活者は

環境を考慮して選好せず、利便性や習慣を優先し

て消費財を選好する可能性が高いことが明らか

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境負荷を大きく低下させるためには、生活者

の我慢・節約だけでは困難であり、企業が従来の

消費財の環境負荷を大きく下げるような改良か、

もしくは生活者を新しい低環境負荷なライフス

タイルに導くような消費財の開発が考えられる。

前者のような部分的な改良による最適化は、これ

までも日本のメーカーで行われており、家電にお

「利用をやめることができる人数＋利用を大きくひかえ

ることができる人数」／「利用している人数」×100, %
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図 3. 環境制約下での消費財の利用頻度と質の変化

耐久消費財

消耗消費財

Y=0.73x + 17 

R2 = 0.87 

図 4. 環境制約下における消費財の選好理由
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ける省エネルギー化は進んでいるが、生活者の利

用頻度や消費財の所有台数が増加することによ

り、家庭部門における CO2 排出量は増加する傾向

にある。この状況を崩し、環境負荷を大きく下げ

るためには、部分的な改良による最適化を行うだ

けでなく、将来の厳しい環境制約に備えて低環境

負荷な新たなライフスタイルを既存の消費財を

前提とせずにデザインし、全体が最適化されたラ

イフスタイルを実現するための商品開発が重要

であると考えられる。 
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